
 

令和３年１月 27日 

 

「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」の改定案 

及び対価請求額に関する告示の改正案についての意見募集の結果 

 

総務省は、「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」の改定案及び平

成 28 年総務省告示第 153号（電気通信事業法施行規則第 22 条の２の９第２号及び第３号の

規定に基づき告示する件）の改正案について、令和２年 11月 11日（水）から同年 12月 16

日（水）までの間、意見を募集したところ、４件の御意見の提出がありました。 

今般、提出された御意見及びそれに対する総務省の考え方を公表します。 

 

１ 経緯 

 令和２年 10 月 27 日（火）に公表された「電気通信市場検証会議 競争ルールの検証に関

する WG」の報告書「競争ルールの検証に関する報告書 2020」を踏まえ、「携帯電話・PHS の

番号ポータビリティの実施に関するガイドライン」（令和元年５月最終改正）について MNP

（携帯電話の番号ポータビリティ）の利用環境改善に係る改正等が予定されていたところ、

本件については、その改正の内容に応じて「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガ

イドライン」（令和２年３月最終改定）を改定し、平成 28年総務省告示第 153 号（電気通信

事業法施行規則第 22 条の２の９第２号及び第３号の規定に基づき告示する件）の一部の改

正を行うものです。そのため、本ガイドラインの改定案及び本告示の改正案について案を作

成し意見募集を実施したものです。 

 

２ 意見募集の結果及び改定ガイドラインの公表等 

○提出された御意見及びそれに対する総務省の考え方は、別紙１のとおり。 

○ 改定ガイドライン（別紙２） 

○ （修正箇所表示）改定ガイドライン（別紙３） 

※制定された告示及び改正後のガイドラインについては、電子政府の総合窓口［e－Gov］

（https://www.e-gov.go.jp）の「パブリックコメント」欄に掲載します。 

 

３ 今後の予定等 

  本ガイドラインの運用及び本告示の施行は、令和３年４月１日から行うことを予定して

います。 

 

 

 

関係報道資料等 

○「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」の改定案及び「電気通

信事業法施行規則第 22条の 2の 9第 2号及び第 3号の規定に基づき告示する件（平成

28 年総務省告示第 153号）」の改正案についての意見募集 

（令和２年 11月 11日） 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban08_03000330.html 

 



 

＜連絡先＞ 

総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政第一課 

担 当：雨内課長補佐、岡本係長、石塚官  

住 所：〒100-8926 

    東京都千代田区霞が関 2-1-2 中央合同庁舎２号館 

電話：（代表）03-5253-5111 （直通）03-5253-5488  

ＦＡＸ：03-5253-5948 

E-mail：denkijigyou-syougyou_atmark_ml.soumu.go.jp 

※スパムメール対策のため、「@」を「_atmark_」と表示しております。

送信の際には、「@」に変更してください。 


